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令和５年５月25日（木曜日）

午前10時10分開会

審査・調査事項

○教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経

営に関する調査

出席委員（７人）

委 員 長 山 内 佳菜子

副 委 員 長 山 内 いっとく

委 員 井 本 英 雄

委 員 西 村 賢

委 員 日 髙 陽 一

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 齊 藤 了 介

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 山 本 将 之

警 務 部 長 黒 川 清 彦

警務部参事官兼
山 﨑 猛

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 迎 修 二

刑 事 部 長 三 原 健

交 通 部 長 湯 浅 晴 之

警 備 部 長 久留米 英 樹

警務部参事官兼
黒 木 真 二

会 計 課 長

警務部参事官兼
日 髙 貴

警 務 課 長

警務部参事官兼
神 村 守 人

総 合 管 理 課 長

生活安全部参事官兼
室 屋 利 春

生活安全少年課長

総 務 課 長 杉 村 昌 俊

生 活 環 境 課 長 田 中 宏 光

サイバー犯罪対策課長 小 野 哲 也

交 通 規 制 課 長 岩 田 浩 幸

運 転 免 許 課 長 池 田 健 二

企業局

企 業 局 長 井 手 義 哉

副 局 長
山 下 栄 次

（ 総 括 ）

副 局 長
有 馬 誠

（ 技 術 ）

技 監 宮 田 晃 尚

総 務 課 長 伊 豆 雅 広

経 営 企 画 室 長 山 元 孝 訓

工 務 管 理 課 長 丹 山 竜一郎

施 設 保 全 課 長 松 生 晃

発 電 設 備 課 長 日 髙 誠

総 合 制 御 課 長 小 野 一 彦

教育委員会

教 育 長 黒 木 淳一郎

副 教 育 長 小 牧 直 裕

教 育 次 長
奥 村 昌 美

（教育政策担当）

教 育 次 長
佐々木 孝 弘

（教育振興担当）

教 育 政 策 課 長 久 保 範 通

財 務 福 利 課 長 畑 中 道 一

育 英 資 金 室 長 唐仁原 博

高 校 教 育 課 長 間 曽 妙 子

義 務 教 育 課 長 田 中 幸 一

特別支援教育課長 横 山 貢 一

教 職 員 課 長 大 山 和 彦
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生 涯 学 習 課 長 猪 野 貴 一

スポーツ振興課長 木 宮 浩 二

文 化 財 課 長 長 友 由美子

人権同和教育課長 永 井 敬 雄

図 書 館 長 平 山 文 春

美 術 館 副 館 長 梅 田 一 明

総 合 博 物 館 長 松 野 義 直

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 黒 田 真 紀

政策調査課主査 西 尾 明

○山内委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

現在お座りの席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

す。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員会の運営方法についてであります

が、執行部入替えの際は、委員長会議確認事項

のとおり、10分程度の休憩を設けることに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時12分休憩

午前10時13分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

先般の臨時会におきまして、私ども７名が文

教警察企業常任委員会委員となったところでご

ざいます。私は、このたび委員長に選任されま

した宮崎市選出の山内でございます。

一言御挨拶を申し上げます。

日頃より皆様におかれましては、昼夜をたが

わず、また危険を伴うようなお仕事を御精いた

だきまして、心より感謝申し上げます。

今後も、県民の皆様の安心、安全を守るため

に、ともに力を合わせて頑張ってまいりたいと

思います。どうぞよろしくお願いいたします。

次に委員の皆様を紹介いたします。

まず、私の隣が都城市選出の山内副委員長で

ございます。

次に、向かって左側ですが、延岡市選出の井

本委員でございます。

日向市選出の西村委員でございます。

宮崎市選出の日髙委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、宮崎市選

出の前屋敷委員でございます。

宮崎市選出の齊藤委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の黒田主幹でございます。

副書記の西尾主査でございます。

次に、警察本部長の御挨拶、幹部職員の紹介

並びに所管業務の概要説明等をお願いいたしま

す。

○山本警察本部長 警察本部長を仰せつかって

おります山本将之でございます。委員の皆様方

におかれましては、警察行政各般にわたり平素

から御支援いただいておりますことに対しまし
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て、改めて御礼を申し上げたいと思います。

県民の安全、安心のために、今委員長からも

お言葉をいただきましたけれども、県警察

約2,300人の職員一丸となって取り組んでまいり

たいと思っておりますので、常任委員会の委員

の皆様方におかれましては、引き続きの御指導

のほど何とぞよろしくお願い申し上げます。

それでは、幹部職員の御紹介をさせていただ

きたいと思います。

資料の３ページをお開きください。

宮崎県警察幹部職員名簿でございますけれど

も、本常任委員会の執行部につきましては、右

側にアスタリスクのついた者でございますので、

御紹介を申し上げます。

警務部長の黒川警視正です。

生活安全部長の迎警視正です。

刑事部長の三原警視正です。

向かって右側です。

交通部長の湯浅警視正です。

警備部長の久留米警視正です。

警務部参事官兼首席監察官の山﨑警視正です。

資料の４ページを御覧ください。

総務課長の杉村警視です。

警務部参事官兼会計課長の黒木警視です。

警務部参事官兼総合管理課長の神村職員です。

警務部参事官兼警務課長の日髙警視です。

生活安全部参事官兼生活安全少年課長の室屋

警視です。

生活環境課長の田中警視です。

サイバー犯罪対策課長の小野警視です。

交通規制課長の岩田警視です。

運転免許課長の池田警視です。

このほかの幹部職員につきましては、この名

簿の記載をもって紹介に代えさせていただきた

いと思います。

所掌事務等の説明については、警務部長の黒

川からさせます。

○黒川警務部長 引き続き宮崎県警察の組織や

令和５年度当初予算、治安情勢等について御説

明いたします。

まず、２の宮崎県警察の組織についてです。

資料の６ページを御覧ください。

県警察は、宮崎県公安委員会の管理の下、警

察本部に警務部、生活安全部、刑事部、交通部、

警備部の５部を置き、警察学校を附置しており

ます。

県内には、宮崎北警察署をはじめ13警察署を

設置しており、警察署の下部機構として、交番55

施設、駐在所96施設を設置しております。

職員の定員につきましては、令和５年４月１

日現在、警察官が国家公務員である警視正以上

の階級にある警察官８人を含めて2,042人、行政

職員が321人、合計2,363人であります。

このうち、女性職員については警察官が218人、

行政職員が154人で、それぞれの定員に占める割

合は、警察官が10.6％、行政職員が48.0％とな

ります。

次に、３の宮崎県公安委員会についてです。

資料の７ページを御覧ください。

公安委員会制度についてでございますが、公

安委員会は、警察の民主的運営と政治的中立性

を確保することを目的に、警察法の規定に基づ

き国及び各都道府県に設けられております。

本県公安委員会の現在の委員については、資

料の６ページに掲載しておりますが、３人の非

常勤の委員によって組織されており、委員は知

事が県議会の同意を得て任命しております。

公安委員の任務としては、風俗営業や運転免

許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古

物営業等の各種営業の監督など、国民生活に関
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わりのある行政事務を公安委員会の権限に基づ

き処理しているほか、警察法第79条により、職

員の職務執行について苦情がある者は、公安委

員会に対し苦情の申出をすることができるとさ

れており、申出があった場合は、これを誠実に

処理し、処理結果を申出者に通知しなければな

らないとされています。

このほか、定例の公安委員会等において、県

警察から報告される事項に対して意見を述べて

おります。

次に、４の警察本部各部の主な所掌事務につ

いてです。

資料の８ページを御覧ください。

警察本部各部の主な所掌事務については、警

務部は、広報、会計、人事、監察、教養及び福

利厚生に関することなど、生活安全部は、犯罪

の予防、少年の非行防止、ストーカー・ＤＶ対

策、地域警察、110番通報、風俗営業や質屋営業

等の許認可に関することなどを、刑事部は、殺

人、窃盗、詐欺などの捜査、暴力団、薬物、銃

器犯罪の取締り、犯罪鑑識・科学捜査に関する

ことなどを、交通部は、交通安全教育や交通安

全活動、交通違反の指導取締り、交通事件・事

故の捜査、交通規制、運転免許に関することな

どを、警備部は、災害対策、警護に関すること、

不法滞在等の警備犯罪の取締りなどを担当して

おります。

次に、５の令和５年運営方針・運営重点につ

いてです。

資料の９ページを御覧ください。

県警察におきましては、その年の組織運営の

指針となる運営方針・運営重点を毎年定めてお

ります。

この運営方針と運営重点については、公安委

員会において御審議をいただいた上で決定して

おり、令和５年は、運営方針に、「県民の期待と

信頼に応える強くしなやかな警察～安全で安心

な宮崎をめざして～」、運営重点として、子供・

女性・高齢者を守る取組と効果的な犯罪防止対

策の推進、重要犯罪の徹底検挙と組織犯罪対策

の推進、交通事故の抑止と安全で快適な交通社

会の実現、警護の万全と災害、テロ等緊急事態

への的確な対処、県民の立場に立った警察活動

の推進と社会の変化に適応する警察基盤の整備、

サイバー空間の脅威に対する総合対策の推進、

Ｇ７宮崎農業大臣会合等の開催に伴う警備諸対

策の推進の７項目を掲げ、組織を挙げて各種取

組を推進しております。

運営重点に関する主な情勢や対策等につきま

しては、後ほど御説明いたします。

次に、６の警察予算の内訳についてです。

資料の10ページを御覧ください。

宮崎県警察の運営予算につきましては、大き

く分けて※国単独予算・国庫補助予算・国費予算

から構成されております。

県単独の予算につきましては、警視以下の職

員の人件費や制服等の職員設置経費や交番・駐

在所の整備などの警察活動に要する経費となり

ます。

国庫補助予算につきましては、治安責任を国

と地方で応分の負担をするという考えの下、治

安水準の均衡を図るため、都道府県の支弁する

経費につき国が補助するもので、警察手帳等の

貸与品に要する経費や警察署の建設等が補助対

象とされております。

また、国費予算は、警察法に定められた拳銃、

警察教養、通信機器等の国家的性格を有するも

のや、複数都道府県の地域に及ぶ犯罪捜査に要

する経費など、警察業務として全国的に統一性、

※７ページに訂正発言あり
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均一性を保つための経費となります。

次に、７の令和５年度当初予算についてです。

資料の11ページを御覧ください。

令和５年度の当初予算は、277億7,118万3,000

円であり、前年比2.5％の増額となっております。

主な増額要因は、燃料費の高騰によるガソリ

ンに係る経費や昨年実施された人事委員会勧告

による人件費、交通安全施設整備事業費の増額

等が主な要因であります。

当初予算の編成に当たりましては、先ほど説

明した運営方針・運営重点に基づき予算を編成

しております。

続いて、資料の12ページを御覧ください。

資料は、令和５年度の当初予算を性質別で見

る内訳となります。宮崎県警察の予算は、人件

費が予算全体の74％を占めており、物件費等の

予算は全体の26％となります。

また、下の円グラフについては、さらに物件

費等の内訳となりますが、物件費等の中には、

光熱水費や業務で使用するパソコンのリース料

等の義務的経費、信号機などの交通安全施設整

備費が大半を占めている状況にあります。

そのため、警察本部が新規事業等に充てられ

る予算は、県警予算の約４％となる12億円となっ

ております。

次に、８の治安情勢についてです。

資料の13ページを御覧ください。

まず、犯罪情勢についてです。本県の刑法犯

認知件数等の推移を掲載しておりますが、令和

４年の数値を見ますと、認知件数は平成25年の

半分程度まで減少している一方で、11年ぶりに

増加傾向に転じたところであります。

令和４年の主な情勢としましては、まず、特

殊詐欺対策において、被害件数・被害額ともに

前年を大きく上回っており、その被害手口は、

架空料金請求詐欺と還付金詐欺が大半を占めて

いるという特徴があります。

特殊詐欺対策として、資料記載の検挙対策、

抑止対策、水際対策について、各種取組の実施

や事業を展開するなど推進しているところであ

ります。

次に、人身安全関連事案対策についてであり

ます。

人身安全関連事案とは、ストーカー、ＤＶ、

児童虐待など、恋愛感情のもつれや家庭内で発

生する事案で、被害の実態がつかみづらいこと

や、加害者の被害者に対する執着心等が強いも

のが多く、事態が急展開して殺人等の重大事件

に発展するおそれが高く、迅速・的確な対応が

求められる事案のことです。

本県は、人口10万人当たりのストーカー・Ｄ

Ｖに係る相談件数が全国でも上位となっており、

児童虐待に関しても、ＤＶ相談の増加と比例し、

子供の面前で配偶者に暴力を振るうなどの言動

により、子供に著しい心理的外傷を与えたとす

る面前ＤＶによる児童相談所への通告件数が増

加傾向にあります。

こうした情勢を踏まえまして、本年春の組織

改編において、生活安全部人身安全対策課を新

設し、これまで、人身安全関連事案の対応につ

いて、生活安全部内の複数所属にまたがってい

た事務を一まとめにして一元的に対応すること

としました。

次に、自転車盗対策についてです。

自転車盗の被害件数は前年を大きく上回って

おり、刑法犯認知件数の約３割を占めている状

況です。

また、自転車盗被害のうち、73.2％が無施錠

で被害に遭っていることや、被害者の約５割を

小中高校生が占めているという現状を踏まえ、
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その対策として、自転車盗難防止モデル校制度

の実施や、県教育委員会と連携した駐輪場にお

ける施錠状況点検などの取組を推進しておりま

す。

続いて、資料の14ページを御覧ください。

次に、交通事故情勢であります。

本県の交通事故発生件数等の推移を掲載して

おりますが、令和４年の数値を見ますと、死者

数は事故統計開始以来、過去３番目に低い数字

で、平成25年の半分程度まで減少しました。

また、発生件数についても、平成25年の４割

程度まで減少しております。

令和４年の主な情勢としまして、交通死亡事

故に関しては、令和４年の死者数32人に対して、

歩行中の死者、高齢者の死者の割合が高いとい

う特徴が挙げられます。

これらの情勢を踏まえ、県警察が講じている

主な交通事故防止対策としましては、歩行者保

護対策として、摩耗度の高い横断歩道等を重点

に表示の塗り直しを行っているほか、横断歩道

の周囲を赤色で塗色する「モデル横断歩道」の

整備を進めております。

また、高齢運転者対策として、運転者が自身

の体調や運動能力を踏まえて、運転の時間帯や

場所等を限定する「制限運転」の取組を、市町

村などと連携して進めているなどしております。

さらに、その他の対策として、地理情報シス

テムを活用して、事故多発地点を抽出し、事故

実態を踏まえた交通指導取締りを実施しており

ます。

続いて、資料の15ページを御覧ください。

最後に、警護情勢・Ｇ７宮崎農業大臣会合警

備についてです。

警護情勢については、昨年７月８日の安倍元

総理大臣に対する銃撃事件の発生を受け、昨年

８月に新たな警護要則が策定されました。

新たな警護要則では、資料の大きな丸囲みの

中の太字の項目等が新たに加えられております。

県警察におきましては、警護に万全を期すべ

く、職員の対処能力向上を目的とした警護訓練

を継続的に実施しているところですが、本年４

月15日には、岸田総理大臣に対する爆発物投て

き事件も発生しているところであり、警護情勢

は予断を許さない状況にあります。

また、全国的に警護に関して緊張が高まって

いる中、本県で開催されたＧ７宮崎農業大臣会

合に係る警備については、会合会場のコンベン

ションセンター、宿泊先のシェラトン、宮崎空

港、訪問先等において、検問や検索、要人警護

などの警備を実施し、無事警備を完遂したとこ

ろであります。

○山内委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はありませんか。

○齊藤委員 常任委員会資料の13ページですけ

れども、治安情勢等の人身安全関連事案対策と

して御説明いただいた中で、ストーカー相談

が445件で全国２位、ＤＶ相談が全国６位で890

件というのは、正直、県民の一人としてびっく

りしました。一方で、宮崎県警が相談しやすい

体制をつくられているから、数字が高いのかな

という気もしましたが、この辺はどのように見

られているでしょうか。

また、生活安全部人身安全対策課の人数を教

えてください。

○迎生活安全部長 まず、ＤＶ・ストーカー事

案が増えていることに対して、どう見ているか

ということですけれども、令和４年、本県はス

トーカーが若干減っております。ＤＶについて

は890件で、過去最高となっております。

これは全国的な動きで、ＤＶ事案の相談は過
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去最高となっております。１つは、昨年コロナ

禍において家にいる状況が割とあったのではな

いかということ、もう一つは、今の社会の動き

として通報しやすいことが要因ではないかと思

われます。

また今年も増える可能性もありますので、しっ

かりと対応していきたいと思っています。

それと、今年の春に生活安全部人身安全対策

課ができました。課長以下18人で運用しており

ます。

○齊藤委員 資料の14ページで、全国47都道府

県の中で、宮崎県の交通事故の割合というのは、

人口比率的には高いですか、それとも低いです

か。

○山本警察本部長 私からお答え申し上げます。

先ほど御質問いただきました人身安全関連事案

は、24時間体制で相談を受けておりますし、突

然重大事案に移行する危険性をはらんでいると

いうことで、110番にせよ、警察に寄せられた相

談にせよ、そういう事案があった場合には積極

的に相談として受理し対応する方針としている

ことも、増加の一つの要因ではないかと思って

おります。

他県がどう相談を受けているのか細かく見て

いるわけではありませんが、少なくとも県内で

そういう事案や類似事案が発生したときには、

積極的に相談として受理し、被害者の安全確保

を第一に様々な対策を取っている状況でござい

ます。

交通事故の発生件数につきましては、令和３

年の都道府県別の統計資料を見ますと、全国の

総数が約30万5,000件に対し、宮崎県は4,461件

となっております。

様々な事案について、全国の約１％を宮崎県

が占めている中で、30万5,000件に対して4,461

件というのは１％を少し超えており、全国的に

見てもやや多いのかと思います。様々な要因が

あろうかと思いますが、宮崎県は車社会である

ことも理由と思います。

また、令和３年の死亡事故は、全国が2,636人

に対して、宮崎は30人と一番少なかった年であ

りますが、これも１％からすると少し高くなっ

ております。様々な事情があろうと思いますが、

死亡事故の多くは高齢者が占めており、高齢者

の割合が全国に比べてもやや高い宮崎県の特徴

であり、令和３年から令和４年にかけて、4,461

件から3,798件と、15％減っておりますけれども、

いずれにせよ、やや高い数字かと考えていると

ころであります。

○湯浅交通部長 全国との比較で、補足で御説

明いたします。

全国と比較しました都道府県別の本年の交通

事故死者数の統計が手元にございます。令和５

年５月23日現在で、全国で949人の交通死者が発

生しておりますが、その中で本県は12人であり

ます。これを全国の順位で見た場合に、宮崎県

は33位となります。

○黒川警務部長 先ほどの説明で、一点誤りが

ありますので訂正させていただきます。

警察予算の説明の中で、大きく分けて国単独

予算、国庫補助予算、国費予算と説明しました

が、これは誤りで、県単独予算、国庫補助予算、

国費予算でありました。

○前屋敷委員 資料の13ページに関連して、齊

藤委員からストーカーやＤＶ相談の質問があり

ましたが、児童虐待は急増しているという説明

だけで、件数の記載はないですけれども、平成29

年以降 ここ５～６年で急増しているようで

すが どういう状況であるのか教えてくださ

い。



- 8 -

令和５年５月25日(木)

○迎生活安全部長 手元に令和２年からの数字

しかなく、それでよろしいでしょうか。

○前屋敷委員 はい。

○迎生活安全部長 警察から児童相談所に通告

した件数につきましては、令和２年が908件、令

和３年が682件、令和４年が898件ということで、

令和４年は通告件数が非常に伸びております。

この理由につきましては、先ほど警務部長か

ら説明がありましたように、例えば夫婦がけん

かしたときに近くに子供がいたような場合、面

前ＤＶといった心理的虐待がかなりを占めてい

る状況でございます。

また、ＤＶと同様、児童虐待に対する社会の

関心が非常に高くて、警察への通報、そして警

察から児童相談所への通報という形で伸びてい

るのではないかと思われます。

○日髙委員 自転車の盗まれる件数がプラス196

件ですけれども、最近宮崎駅周りで治安が悪い

という情報が入ってくるんですが、そういった

ことも関連があるでしょうか。

○迎生活安全部長 自転車盗と、宮崎駅周辺に

おける少年の蝟集との関連性は、今のところ明

確ではございません。

確かに、自転車盗の発生件数を分析しますと、

令和４年は宮崎駅が一番多かった状況でござい

ました。そこに集まる少年たちが自転車を盗っ

ているかというと、その関連はありません。

令和４年、県内で895人の不良少年等を補導して

おりまして、そのうち北署が31％を占めており

ます。

うち、宮崎駅の周辺におきましては、約100人

補導しているという報告を受けておりまして、

北署全体が扱う３割が宮崎駅周辺となっており

ます。

○日髙委員 では、この196件も増えている原因

は、まだ分からないということでしょうか。

○迎生活安全部長 全てではありませんけれど、

ここに蝟集する少年たちは、ＳＮＳを利用して

仲間を呼び合って集まり、そこに若干暴走行為

が連動し、深夜に及ぶという状況もありますの

で、その点も一因かと思っております。

○西村委員 関連して、例えば少年が安易に自

転車ぐらいとっていいだろう、乗り捨てれば分

からないだろうと、一時的に持って行った後に、

そういうことが許されれば、今度はバイクを盗

んでいいだろう、今度自動車を盗んでいいだろ

うみたいに発展していく可能性もなきにしもあ

らずじゃないかと思います。

そういう意味では、自転車盗をこれ以上増や

さないよう厳罰化していくことも必要ではない

でしょうか。

自転車盗の検挙について、真剣にやってもらっ

ているとは思うのですけれど、県警察はどのよ

うに思っているのでしょうか。

○三原刑事部長 自転車盗の検挙の捜査手法は、

詳細には申し上げられませんが、自転車の盗難

を見つけたら、例えば交番であれば交番を中心

に張り込みをして、出てきた犯人を捕まえて、

自転車盗として検挙します。状況によって、必

要性があれば逮捕し、自転車盗であろうが検挙

すれば、少年の場合は事件として全件送致して

おります。

しかし、盗難自転車に当たらない場合 放

置自転車に関しましては、被害者にお返しする、

いわゆる回復率も大事なところとなっておりま

す。車ほどではないですけれども、盗難自転車

を使った二次被害も考えられますので、盗難自

転車を路上等で発見した場合には、早々に被害

者にお返しすることも大事な仕事と捉えており、

自転車盗についてはこの両輪で取り組んでいる
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ところでございます。

○迎生活安全部長 駅周辺の被害発生状況です

すが、宮崎駅、南宮崎駅、一番街の駐輪場が多

く、一番街の駐輪場は駅ではありませんけれど

も、ここで296件、全体の30％を占めております。

ちなみに、宮崎駅は74件、南宮崎駅は34件で、

駅の駐輪場対策をしっかりやっていかないとい

けないということでございます。

先ほど刑事部長から話もありました回復率に

関して、警察官は盗難届を受けますと、もちろ

ん犯人も探しますけれども、端末を持って一件

一件、その盗まれた自転車がどこにあるか

例えば放置されている自転車とか、駅に並んで

いる自転車を確認し、令和４年中は約60％、被

害回復をしております。

回復したら犯人が捕まるかというと、なかな

か難しいところでございますけれど、そういう

両面でやっております。

あと対策として、中高校生の被害が46％ぐら

いと多く、ほとんどは施錠をしておりませんの

で、学校や教育委員会と連携して、対策をしっ

かり取っていく必要があると思っております。

○井本委員 常任委員会資料７ページの監察の

指示等は、どこが監察するのですか。

○山﨑首席監察官 公安委員会が必要があると

きには、監察をしなさいと指示し、監察課とい

うところでやることになります。

○井本委員 分かりました。大きな話になりま

すが、私も若い頃、ボリビアで捕まったことが

あり、本当にひどい目に遭いました。国によっ

ては、警察権力が本当に強いというか、人権が

尊重されないですよね。日本も戦前は警察権力

が非常に強かったけれども、戦後民主化され、

今民主的コントロールが非常にうまくいってい

るんじゃないかと思いますが、本部長、なぜう

まくいっているとお思いでしょうか。

○山本警察本部長 この公安委員会制度という

ものが、民主的運営と政治的中立性を確保する

ことにおいて、重要な役割を果たしていると私

は思っております。

警察だけで全て物事を決定していくのではな

く、公安委員会で権限を持っているものもござ

います。重要事項については、県議会の同意を

得て知事が任命する３名の公安委員に報告し、

いろいろと御指示、御指摘をいただきます。

その中で、 先ほど監察の話がありました

けれども 例えば、監察上の措置について、

警察内部で一度案を考えたものが、公安委員会

において、世の中の理解は得られない等の結論

に至った場合、もう一度しっかりやりなさいと

いう監察の指示をすることが、警察法第43条の

２の規定として設けられているということであ

ります。

ですから、この監察の指示というのは、監察

事案に関し、特に設けられていると御理解いた

だければと思っております。

○井本委員 先ほどの自転車泥棒は、いわゆる

使用窃盗が窃盗罪かという論点がありますよね。

つまり、所有権を奪うわけじゃないけれども、

占有権を一時的に奪ってしまうということが、

果たして窃盗罪に当たるのかという論点です。

だから、厳しくした方がいいという話も分か

るけれども、個人的には今ぐらいでいいんじゃ

ないのかなと感じています。

ちなみに、使用窃盗は窃盗罪という認識でよ

いのですか。

○三原刑事部長 御指摘のとおり、占有の論点

で、使用窃盗は窃盗でないというような判例等

もございますが、まず最初にていをなすのは窃

盗ということで、窃盗で捜査をしていきながら、
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窃盗に至らないときには、例えば占有離脱横領

といった刑罰を適用して捜査をします。

相手は同じですから、何とか適切な法を課し

て取締りをしているところでございます。

○山内委員長 ほかによろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもって警察本

部を終わります。

暫時休憩いたします。

午前10時59分休憩

午前11時２分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

先般の臨時会におきまして、私ども７名が文

教警察企業常任委員となったところでございま

す。

私は、このたび委員長に選任されました宮崎

市選出の山内でございます。

一言、御挨拶を申し上げます。

企業局の皆様におかれましては、日頃より昼

夜をたがわず、県政運営の発展に御尽力いただ

き誠にありがとうございます。

今後も皆様に御指導をいただきながら、御知

恵をいただきながら、しっかりと力を合わせて、

県民の皆様のお役に立てるように精進してまい

りたいと思います。どうぞよろしくお願いいた

します。

次に、委員の皆様を御紹介いたします。

まず、私の隣が都城市選出の山内副委員長で

ございます。

次に向かって左側ですが、延岡市選出の井本

委員でございます。

日向市選出の西村委員でございます。

宮崎市選出の日髙委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、宮崎市選

出の前屋敷委員でございます。

宮崎市選出の齊藤委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の黒田主幹でございます。

副書記の西尾主査でございます。

次に、企業局長の御挨拶、幹部職員の紹介並

びに所管業務の概要説明等をお願いいたします。

○井手企業局長 企業局は、地方公営企業とい

たしまして、水力発電をメインとする電気事業、

日向市の細島工業団地に工業用水を供給してお

ります工業用水道事業、新富町一ツ瀬川県民ス

ポーツレクリエーション施設を運営する地域振

興事業の３つの事業を運営しております。

全体としては、これまでおおむね順調に推移

をしてきたところでありますが、企業局の保有

する発電所や工業用水道施設は、昭和30年から40

年代に建設されたものが多く、今後、大規模改

良を計画的に行っていく必要がございます。

特に、電気事業につきましては、これまで長

きにわたり純利益を生んできたところでありま

すが、老朽化した綾第二発電所の大規模改良工

事を本格化させることに伴いまして、今後数年

間は一時的に事業収益が減少し、収支がマイナ

スになることが見込まれているところでありま

す。

しかしながら、これを安定した事業運営が継

続できる体制を整備する重要な期間であると捉

えておりまして、中長期的視点から計画的に経

営基盤の整備に努め、引き続き健全経営の維持

に努めてまいりたいと考えております。

また、ゼロカーボン社会づくりに向け、水力

発電をメインとする企業局の果たすべき役割は

さらに高まってきておりますので、職員一丸と

なり、全力で取り組んでまいります。

委員の皆様方におかれましては、これまで同
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様、御指導、御支援を賜りますようよろしくお

願い申し上げます。

まず幹部職員の紹介をさせていただきます。

資料３ページを御覧ください。

幹部職員の名簿を載せておりますので、これ

に沿って紹介をさせていただきます。

まず、副局長総括の山下栄次でございます。

副局長技術の有馬誠でございます。

技監の宮田晃尚でございます。

総務課長、伊豆雅広でございます。

総務課経営企画室長、山元孝訓でございます。

工務管理課長、丹山竜一郎でございます。

施設保全課長、松生晃でございます。

発電設備課長、日髙誠でございます。

総合制御課長、小野一彦でございます。

引き続き総務課長より、企業局の業務概要及

び本年度当初予算の概要等について説明させま

す。

○伊豆総務課長 資料の４ページを御覧くださ

い。

Ⅰ、企業局の組織の概要及び主な事務分掌で

ございます。

１の企業局の組織及び職員数ですけれども、

組織体制につきましては、本庁５課、１室、１

出先機関で、職員数は局長を含めまして126名、

体制は図のとおりでございます。

それぞれの課、室及び事務所の主な事務分掌

につきましては、５ページに記載のとおりでご

ざいます。

次に、資料の６ページを御覧ください。

Ⅱの事業概要であります。まず、基幹事業で

あります、１の電気事業です。

（１）の発電事業ですけれども、①の沿革の

とおり、昭和13年に県営電気建設部として発足

以来、全国有数の豊富な水資源の活用を県政の

重要課題と位置づけまして、河川管理者の委託

を受けて、これまでに括弧内の６つの河川総合

開発事業を実施しており、これらを通じて、電

力の安定供給や下流域の市町村の水害防止など、

地域の発展に貢献してきたところでございます。

次に、②の事業の規模ですけれども、アの水

力発電につきましては、現在、発電所は14か所

あり、最大出力の合計は15万9,055キロワットで、

全国24の公営電気事業者の中で３番目の規模で

ございまして、発電した電力は、九州電力株式

会社及び九州電力送配電株式会社へ供給をして

おります。

資料の７ページを御覧ください。

イの太陽光発電につきましては、４か所に設

置をしており、最大出力の合計は190キロワット

となっております。

また、（２）の緑のダム造成事業といたしまし

て、企業局が発電事業を行うダムの上流域にあ

る未植栽地を、広葉樹を中心とした水源かん養

機能の高い森林として整備いたしますほか、

（３）のとおり、企業局の持つノウハウを生か

し、市町村や土地改良区などが取り組む小水力

発電の開発に対する技術支援を行っており、こ

れまでに、御覧の８地点の発電設備の設置を支

援してきたところでございます。

資料の８ページを御覧ください。

２の工業用水道事業でございます。

（１）の事業の概要ですけれども、工業用水

道事業は、日向市の細島工業団地に工業用水を

供給する目的で、昭和39年から給水を開始して

おります。

給水能力は、日量12万5,000立方メートルでご

ざいまして、現在、旭化成株式会社など15社に

給水を行っております。

（３）の給水料金ですけれども、基本料金は
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１立方メートル当たり10.40円で、全国平均

の22.91円と比べまして、低廉な料金で安定的に

工業用水を供給することで、県北地域の産業振

興の一翼を担っているところでございます。

資料の９ページを御覧ください。

３の地域振興事業であります。

（１）の事業の概要にありますとおり、地域

振興事業（一ツ瀬川県民スポーツレクリエーショ

ン施設）は、地域振興と県民福祉の向上に寄与

する目的で、一ツ瀬川の河川敷にゴルフコース

などを整備し、平成２年から営業を開始、令和

２年度に開設30周年を迎えまして、利用者数は

累計で123万人を超えております。

（２）の施設の概要になりますけれども、ゴ

ルフコースはパブリックの18ホール、パー70と

なっておりまして、管理運営は指定管理者とし

て、令和元年度から株式会社モリタゴルフが行っ

ております。

（３）のゴルフ場の利用料金につきましては、

御覧のとおりです。

10ページには、企業局事業施設配置図としま

して、３事業の主な施設を地図に落とし込んで

おります。

続いて、資料の11ページを御覧ください。

Ⅲ、令和５年度宮崎県公営企業会計当初予算

でございます。

１の予算のポイントにありますけれども、令

和５年度当初予算につきましては、企業局の経

営の指針であります企業局経営ビジョンや、企

業局を取り巻く社会状況の変化等を踏まえ、３

つの大きな柱を定めて予算編成をしたところで

ございます。

１つ目は、（１）の将来に向けた安定経営のた

めの基盤整備でございます。

これは、老朽化した施設・設備の計画的な更

新・改修を行うことにより、将来にわたって安

定的に経営を行うための基盤を整備するもので

ございます。

２つ目は、（２）の経営環境の変化への的確な

対応であり、電力システム改革や政府のカーボ

ンニュートラル宣言を受け、県で取り組んでお

りますゼロカーボン社会づくり、頻発しており

ます自然災害など、企業局を取り巻く経営環境

の変化に的確に対応するものでございます。

３つ目は、（３）の地域貢献に資する取組の推

進として、局の設置理念に基づいて、地域貢献

に資する取組を推進するものであります。

12ページを御覧ください。

２の令和５年度宮崎県公営企業会計当初予算

の概要であります。

（１）の電気事業につきましては、業務の予

定量である年間供給電力量を４億7,923万4,000

キロワットアワー、収益的収支の収支残をマイ

ナス21億5,456万1,000円としております。令和

２年度から引き続き収支残がマイナスとなって

おりますけれども、これは「綾第二発電所大規

模改良事業」に伴う発電機停止による料金収入

の減や、同事業にかかる事業費の増を見込んで

いることなどによるもので、令和９年度まで赤

字が続く見込みとなっております。

（２）の工業用水道事業につきましては、年

間総給水量を3,593万3,880立方メートル、収益

的収支の収支残をマイナス3,926万2,000円とし

ております。令和３年度から引き続き収支残が

マイナスとなっておりますけれども、これは工

業用水道施設の電動ポンプ等の動力費や老朽化

した設備の維持管理費などによるものでござい

ます。

資料の13ページを御覧ください。

（３）の地域振興事業につきましては、年間
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施設利用者数を３万1,500人、収益的収支の収支

残を52万9,000円としております。

14ページから18ページにつきましては、事業

会計別の予算の内容を掲載しておりますので、

後ほどお目通しいただければと思います。

続いて資料の19ページを御覧ください。

３の主な新規・重点事業であります。

まず、綾第二発電所大規模改良事業でありま

す。

この事業は、運用開始から60年以上が経過し

た綾第二発電所の機器等の更新等を行うもので、

令和元年度から事業を実施しているところであ

ります。令和５年度の予算額は35億3,000万円余

で、発電所更新工事及びその設計等を予定して

おります。

資料の20ページを御覧ください。

新規事業「綾第一発電所南機水車発電機一部

改良及び精密点検工事」であります。

この事業は、運用開始から60年以上が経過し

た綾第一発電所南機につきまして、機器の廃止

に伴って必要となります水車発電機の改造・更

新や、保安規程に基づき水車発電機の分解点検

等を行うもので、令和５年度から令和７年度ま

での期間で事業を実施することとしております。

令和５年度の予算額は7,000万円余で、改造・

更新する機器の現場調査、詳細設計等を行うこ

ととしております。

資料の21ページを御覧ください。

新規事業「工業用水道施設送・配水管路（旧

管）更新設計及び浄水場浸水対策設計業務」で

あります。

この事業は、運用開始から約60年が経過し、

老朽化しております送・配水管路の更新工事や

令和４年台風第14号によりまして浸水被害を受

けた浄水場内につきまして、今後同様の被害を

受けないよう対策工事を行うもので、令和５年

度はその設計を行うこととしております。予算

額は5,000万円としております。

資料の22ページを御覧ください。

新規事業「水力事業モデル調査検討業務委託」

であります。

この事業は、九州電力株式会社との長期基本

契約が令和７年度に終了することを踏まえ、令

和８年度以降の安定した電力収入と地域貢献を

両立させるための調査・検討を行うものであり

ます。予算額は1,900万円余としております。

資料の23ページを御覧ください。

新規事業「既存ダム小水力発電ポテンシャル

調査事業」であります。

この事業は、これまでの一般河川や農業用水

といった小水力開発地点以外に、新たに県土整

備部が所管する砂防ダム及び環境森林部が管理

する治山ダム等の県管理施設を加えまして、発

電ポテンシャルの調査及び有望地点の抽出を行

うものであります。予算額は1,400万円余として

おります。

資料の24ページを御覧ください。

４のその他の主要事業といたしまして、（１）

の田代八重発電所自動制御装置更新及び水車発

電機精密点検工事など、10個の事業について、

その概要を記載しております。

最後に、参考として、25ページに、知事部局

等への経費支出予定額を記載しております。多

目的ダム管理費用など、知事部局及び市町村へ

の支出予定額の合計は17億9,567万4,000円とし

ております。

企業局といたしましては、経営の効率化と経

費の節減に努め、健全経営を推進しながら、公

共の福祉の増進に寄与してまいりたいと考えて

おります。
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○山内委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はありませんか。

○井本委員 企業が太陽光の電気を集めるよう

な仕組みがあったと思いますが、企業局は関係

していないのですか。

○宮田技監 おっしゃるように、太陽光の電気

を集めて特定の企業、工場等に供給するような

事業もあるようですけれども、今のところ、企

業局としては、そういうことは考えておりませ

ん。

○齊藤委員 47都道府県はそれぞれ企業局とい

う組織を持っているのですか。

○宮田技監 全ての都道府県に、企業局という

組織があるわけではございません。地方公営企

業法に基づき、本県の場合は、発電、工業用水

道、地域振興とございますけれども、県によっ

て、工業用水道がメインであったり、交通事業

をやっていたり、バス事業をやっていたり、事

業形態が異なっております。

○齊藤委員 ４ページの組織の概要に、本庁に

５課、１室、１出先機関とあり、５課は分かり

ますけれども、１室、１出先機関はどこになり

ますか。

○伊豆総務課長 １室は、組織図の総務課の下

に経営企画室がございます。出先機関は、その

下の工務管理課の下に北部管理事務所がござい

ます。

○前屋敷委員 資料の一番最後のページで、一

番下の県営発電所周辺地域振興事業として、関

連する市町村に対する補助は理解できるんです

けれども、その上の市町村交付金は、どういう

基準でもって企業局から市町村に交付されてい

るものなのか、教えてください。

○井手企業局長 企業局の持っている施設は、

公営施設でありますので、固定資産税は減免を

されています。

しかし、利益を生む事業用資産でありますの

で、企業局から固定資産分を市町村にそれぞれ

交付金として交付しております。

３事業の固定資産税分を交付し、総額がこの

額になっております。

○前屋敷委員 市町村交付金は、全ての市町村

に関連しているのではなく、ダムなり施設のあ

る市町村に交付するということですね。

○井手企業局長 そのとおりで、企業局の施設

のある市町村にだけ、交付金を交付しておりま

す。

○山内委員長 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもって企業局

を終わります。

暫時休憩いたします。

午前11時25分休憩

午前11時29分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

先般の臨時会におきまして、私ども７名が文

教警察企業常任委員会委員となったところでご

ざいます。

私は、このたび委員長に選任されました宮崎

市選出の山内でございます。

一言御挨拶を申し上げます。

教育委員会の皆様には、日頃より子供たちの

学び、育ちを誠心誠意を込めて支えていただい

ておりますこと、心より感謝申し上げます。

今後とも力を合わせて、宮崎県政発展のため

に頑張ってまいりたいと思います。

次に、委員の皆様を紹介いたします。

まず、私の隣が、都城市選出の山内副委員長

でございます。
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次に、向かって左側ですが、延岡市選出の井

本委員でございます。

日向市選出の西村委員でございます。

宮崎市選出の日髙委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、宮崎市選

出の前屋敷委員でございます。

宮崎市選出の齊藤委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の黒田主幹でございます。

副書記の西尾主査でございます。

次に、教育長の御挨拶、幹部職員の紹介並び

に所管業務の概要説明等をお願いいたします。

○黒木教育長 教育長の黒木淳一郎でございま

す。

委員の皆様には、かねてから本県教育の振興

のため、御指導、御支援を賜り、心から感謝申

し上げます。令和５年度におきましても、本県

教育のさらなる充実を図るため、誠心誠意、全

力で取り組む所存でございます。委員の皆様の

御理解と御協力が賜れますよう、よろしくお願

いいたします。

まず、おわびを申し上げます。

教職員の服務規律の遵守につきましては、こ

れまでも事あるごとに繰り返し指導してきたと

ころでございます。

去る１月28日深夜、酒気帯び運転で検挙され

た都城商業高等学校の教諭を、４月21日付で免

職の懲戒処分とさせていただきました。

また、都城市の中学校で、準公金等の使途不

明問題による元ＰＴＡ職員の逮捕、さらには、

常勤講師によるわいせつ行為による逮捕が続き

ました。

このように、教職員による非違行為が続けて

発生しておりまして、県議会をはじめ、県民の

皆様方の信頼を損なうことになりました。深く

おわび申し上げます。

このような状況を受けまして、県教育委員会

といたしましては、４月25日に全県立学校の校

長を集めまして、臨時のコンプライアンス研修

を行ったところであります。

教育次長から校長への再発防止と信頼回復に

向けた指導を行ったところでありまして、市町

村教育委員会に対しましても、同様の取組をお

願いしたところであります。

今後とも不祥事を防止するため、管理職によ

る教職員一人一人の心に届くような具体的な指

導を徹底し、本県教育に関わります信頼回復に

努めてまいります。

次に、お礼を申し上げます。

去る４月15日に行われました宮崎海洋高等学

校実習船進洋丸竣工式並びに乗船式におきまし

ては、県議会からは当時の二見副議長をはじめ、

文教警察企業常任委員会の河野委員長、委員の

皆様、多くの議員の皆様に御臨席を賜りました。

竣工に至るまで県議会の皆様には多大な御支

援と御理解、御協力を賜りました。この場をお

借りしまして、深く御礼申し上げます。

資料の３ページを御覧ください。

まず、本日出席しております教育委員会事務

局の幹部職員を御紹介申し上げます。

副教育長の小牧直裕でございます。

教育次長（教育政策担当）の奥村昌美でござ

います。

教育次長（教育振興担当）の佐々木孝弘でご

ざいます。

教育政策課長の久保範通でございます。

財務福利課長の畑中道一でございます。

財務福利課育英資金室長の唐仁原博でござい

ます。

高校教育課長の間曽妙子でございます。
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義務教育課長の田中幸一でございます。

特別支援教育課長の横山貢一でございます。

教職員課長の大山和彦でございます。

生涯学習課長の猪野貴一でございます。

スポーツ振興課長の木宮浩二でございます。

文化財課長の長友由美子でございます。

人権同和教育課長の永井敬雄でございます。

資料の４ページの右側を御覧ください。

県立図書館長の平山文春でございます。

県立美術館副館長の梅田一明でございます。

県総合博物館長の松野義直でございます。

なお、このほかの幹部職員等につきましては、

資料３ページ及び４ページの名簿の記載をもっ

て紹介に代えさせていただきます。

資料の５ページを御覧ください。

現在の５名の教育委員は御覧のとおりであり

ます。

続きまして、資料の６ページを御覧ください。

県教育委員会事務局の組織体制をお示しして

おります。

昨年度との主な改正点としましては、令和９

年に本県で開催されます国民スポーツ大会での

天皇杯獲得に向けまして、知事部局と教育委員

会が連携して競技力向上に取り組むため、競技

力向上の推進に係る事務を総合政策部へ移管し、

競技力向上推進室を廃止いたしました。

また、資料の７ページから13ページまで、各

課ごとの組織及び事務を記載しております。

14ページを御覧ください。

教育委員会の令和５年度当初予算であります

が、表の下から５段目の太線で囲んであります

合計の欄を御覧ください。

一般会計の合計は1,051億7,288万9,000円であ

ります。

また、下から２段目の太線で囲んであります、

合計の欄を御覧ください。

特別会計の合計は46億8,634万9,000円であり

ます。

総額は、一番下の欄に記載しておりますよう

に、総計で1,098億5,923万8,000円であります。

これは、令和４年度当初予算に対しまして27

億7,201万1,000円の減、率にしまして対前年

比97.5％となっております。

続きまして、資料の15ページ、16ページを御

覧ください。

教育委員会の新規・改善事業をお示ししてお

ります。

右側の説明の欄に丸印をつけております、主

な新規・改善事業につきましては、資料の17ペ

ージから23ページまで掲載しております。

内容につきまして、この後、関係課長等から

説明をさせます。

○間曽高校教育課長 常任委員会資料の17ペー

ジを御覧ください。

改善事業「宮崎で活躍！高校生県内就職促進

事業」であります。

予算額は、3,557万3,000円であります。

まず、事業の目的でありますが、将来地元で

活躍できる人材を育成するとともに、地元企業

への就職促進及び定着支援を図るものでありま

す。

次に、事業の概要でありますが、資料にはご

ざいませんが、県内就職の促進につきましては、

これまで商工観光労働部や労働局などの関係機

関、さらには地元企業の皆様とも連携して取り

組み、県内就職率は７年連続で上昇しておりま

す。

一方で、今後はアフターコロナを見据え、県

外企業からの求人が活発化することが予想され、

これまで以上に県内就職の魅力について、生徒
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自らが体験し、実感できる取組が必要となりま

す。

そこで、資料にあります事業内容の①では、

地元企業と「つながる」取組としまして、就職

支援エリアコーディネーターを７名配置し、学

校と企業の連絡調整を行うだけでなく、就職し

た生徒の定着支援も行います。

次に、②地元企業を「知る」取組といたしま

して、全ての県立学校を対象としてインターン

シップ、職業講話を実施いたします。

また、③地元企業で「成長する」取組といた

しまして、デュアル教育を実施いたします。

専門学科２年生の代表２名が、企業で２週間

の実習を行い、実習後は企業の方とともに、各

学校で成果発表会を行うもので、学校と企業が

連携して職業訓練を行うことで、企業の周知と、

専門性の高い人材の育成を図ってまいります。

成果指標といたしましては、学校基本調査に

おける県内就職割合を、令和７年度には65.2％

とすることとしております。

○田中義務教育課長 資料の18ページを御覧く

ださい。

改善事業「未来へつなげ、学びのバトン！み

やざきの授業改善推進事業」であります。

予算額は2,291万1,000円であります。

事業の目的は、教職員の授業力向上と学校の

課題に応じた支援を充実させ、児童生徒の学力

向上を図ることであります。

事業の概要の（１）事業の仕組みについてで

す。

委託事業による県独自の学習状況調査を実施

し、大学等と連携して調査結果の分析を行い、

研修会や研究開発校での取組に活用してまいり

ます。

（２）事業内容の①、みやざき小中学校学習

状況調査の実施と分析、②、授業改善プログラ

ムの実施につきましては、右側の四角囲みの図

で御説明いたします。

小４と中１で実施する県独自の学習状況調査

は、これまで小５、中２を対象に実施してきま

した。

本事業では、学習につまずきが多く見られ始

める小４、中１に対象を変更して実施いたしま

す。

調査の分析結果を基に、小５、中２を担当す

る教職員へ授業支援を行うことで、児童生徒の

学力向上を図ってまいります。

その取組成果を、小６、中３を対象に行われ

ている全国学力・学習状況調査を参考に分析し、

さらに授業改善に活用してまいります。

次に、事業内容の③、「子どもの学び研究開発

校の指定」についてです。

不登校対応や特別支援教育など、その学校の

実態や、抱えている課題等の解決に向けた研究

の支援を、授業改善と働き方改革の視点から行

い、研究成果を県内に普及してまいります。

（３）成果指標につきましては、国語・算数

（数学）における授業の内容はよく分かると答

えた児童生徒の割合としております。

事業の期間は、令和５年度から令和７年度ま

での３年間であります。

○大山教職員課長 資料の19ページを御覧くだ

さい。

改善事業「『みやざきで先生になろう！』推進

事業」であります。

予算額は338万9,000円であります。

事業の目的は、宮崎県の教師として働く魅力

を発信することで、教員採用選考試験における

受験倍率の維持向上を図るものであります。

事業の概要につきましては、資料の左側、①、
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計画的な資質能力の育成におきまして、新たに、

「ひなた教師ドリームカフェ」を実施いたしま

す。

これは、教師になることを目指している中学

生・高校生に対して、県内外で活躍する教育関

係者が、教師の魅力などを伝えることで、大学

生になる前の早い段階から、教師という仕事へ

の興味や関心を高めてもらうことを狙いとして

おります。

次に、資料の右側、②、教員募集説明会・ガ

イダンスの実施では、これまでの教育学部の学

生を中心としたガイダンスに加えまして、工学

部、農学部、商学部、水産学部等の学生も対象

とすることで、幅広く専門性の高い人材の確保

に努めてまいります。

続きまして、③、効果的な情報発信では、新

聞やＳＮＳなどの多様な情報発信ツールを用い

て、宮崎県で教師になることや、宮崎県で生活

することの魅力を、効果的に広く発信すること

で、質の高い教育を実現する人材の確保を図っ

てまいりたいと考えております。

○猪野生涯学習課長 常任委員会資料20ページ

を御覧ください。

新規事業「置県140年宮崎県史等デジタル化事

業」であります。

予算額は145万4,000円であり、宮崎再生基金

の財源を活用するものです。

この事業は、県民の郷土学習及び郷土研究に

おいて、体系的かつ信頼性の高い基礎資料であ

る県史に関するものです。

県立図書館では県史が活用されることが多い

のですが、個人で購入するには高額であり、県

内で借りることのできる施設は限られていると

いった現状があります。

このような状況を踏まえ、事業目的にありま

すとおり、宮崎県史等をデジタル化及び公開す

ることなどにより、県民が歴史や文化に触れる

機会を増やすとともに、郷土愛や主体的な文化

活動の活性化を図ることを、本事業の目的とし

ております。

事業の概要、（２）の事業内容について説明い

たします。

①の宮崎県史デジタル化事業につきましては、

本年度に宮崎県史のデジタル化と公開に向けて

の準備作業を行い、令和６年度に図書館ホーム

ページでの公開を行います。

②の牧水遺墨デジタル化事業につきましては、

若山牧水の遺墨30点をデジタル化し公開します。

③のＷｅｂコンテンツ作成事業につきまして

は、参加者が文化財などを訪ねて学んだ後、県

史や図書館の文献等の情報を基に、ウィキペディ

アの記事を参加者同士が協力し合いながら作成

する、いわゆるウィキペディアタウンと呼ばれ

るイベントを実施するものです。

成果指標につきましては、（３）に記載してい

るとおり、宮崎県史及び牧水遺墨が公開されま

す県立図書館ホームページのアクセス数により、

その成果を図ることができると考えております。

○木宮スポーツ振興課長 常任委員会資料の21

ページを御覧ください。

新規事業「公立中学校における部活動の地域

移行に向けた環境整備事業」であります。

予算額は3,325万3,000円であります。

まず、事業の目的でありますが、部活動の段

階的な地域移行と、地域におけるスポーツ・文

化環境の一体的な整備を行うことで、子供たち

がスポーツ・文化芸術に継続して親しむことが

できる機会を確保するとともに、学校の働き方

改革を推進し、教育の質の向上を図ることを目

的として実施するものであります。
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次に、事業の概要でありますが、（２）の事業

の内容に示しているとおり、３つの内容で構成

しております。

まず、①、地域移行体制の構築に対する支援

として、検討委員会やコーディネーター等の研

修会を開催することにより、県の方針等の策定

や市町村のコーディネーターとなる人材の育成

を図るとともに、市町村が開催する協議会や研

修会等に係る経費の補助を行います。

次に、②、地域における新たなスポーツ環境

の構築として、市町村立中学校の施設整備や改

修に係る経費を補助するものであります。

最後に、③、部活動の地域移行等に向けた実

証事業として、県にコーディネーターを配置し、

実証事業を実施する市町村等に助言するなどの

支援を行うとともに、市町村に委託し、市町村

のコーディネーターの配置や運営団体等の整備

充実など、具体的な取組を推進します。

本県は、都市部と中山間地域など、地域によっ

て実態が異なることから、各市町村と連携を図

りながら、実情に合った地域移行に取り組んで

まいります。

○長友文化財課長 常任委員会資料の22ページ

を御覧ください。

新規事業「神楽でつなぐ次世代育成事業」で

あります。

予算額は757万4,000円であります。

事業の目的は、神楽のユネスコ無形文化遺産

登録による世界的評価の獲得を目指し、県民の

民俗芸能への興味を喚起することで、次世代神

楽保存会員の増加と育成を図り、中山間地域の

活性化に寄与することであります。

事業の概要ですが、（１）の事業の仕組みは、

いずれも県が実施します。

（２）の事業の内容です。

①の神楽交流支援事業は、全国及び県内神楽

組織の活動を推進し、神楽のユネスコ登録に向

けた活動を強化してまいります。

また、有識者による講演会や、神楽を中心と

した民俗芸能公演により、その活動を支援して

まいります。

②の神楽情報発信事業では、全国及び県内組

織の活動内容や、神楽公演の動画等を含め、本

県の進める神楽のユネスコ登録に向けた情報を、

ホームページや広報紙により、県内外にＰＲし

てまいります。

③の神楽継承者育成支援事業では、県内高校

生等の体験発表や、若手の保存会員を対象とし

たリーダー研修会の開催により、会員同士の連

携強化を図るとともに、子供神楽大会の開催に

より、次世代の神楽の担い手となる保存会員の

育成等につなげてまいります。

（３）の成果指標ですが、神楽の全国組織の

加入率を、令和６年度に100％、県内国指定神楽

保存会員の40代以下の割合を、令和７年度に60

％以上となるよう目指します。

事業期間は、令和５年度から令和７年度まで

の３か年です。

○永井人権同和教育課長 常任委員会資料の23

ページを御覧ください。

改善事業「いじめ・不登校等対策事業」であ

ります。

予算額は2,882万7,000円であります。

初めに、事業の目的です。

昨今の学校における生徒指導上の諸課題は、

いじめや不登校等に加え、スマートフォン等の

所持率の増加に伴うネットトラブルなど、複雑

かつ多岐にわたっております。

このような諸課題に対応するために、電話相

談窓口等の教育相談体制も含めた、総合的な生
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徒指導体制をさらに充実させることで、子供た

ちの心身の健全な成長を促し、かけがえのない

命を守ることを目指します。

次に、事業の概要です。

（１）事業の仕組みにつきましては、御覧の

とおりであります。

（２）事業内容につきましては、御覧のとお

り４つの内容になりますが、改善されたものは

２点であります。

１点目は、①の教育相談窓口の運用です。

「24時間子供ＳＯＳダイヤル」の整理と、こ

の電話相談に加えて、新たに、ＳＮＳ（ＬＩＮ

Ｅ）を活用した相談窓口を開設します。

続いて、２点目は、③の不登校の未然防止及

び多様な学びの場の整備に向けた取組です。

フリースクールなどの民間施設との連携推進

のための協議会の設置や、不登校特例校の設置

に向けた市町村との協議を進めてまいります。

（３）成果指標につきましては、御覧の２点

の割合の上昇を定めまして、事業の効果を分析

してまいります。

最後に、事業の期間につきましては、令和５

年度から３年間になります。

○山内委員長 残りの質疑につきましては、本

日の午後１時10分から行いたいと思いますが、

いかがでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 御異議ないようですので、午後

１時10分の再開といたします。

暫時休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後１時８分再開

○山内委員長 委員会を再開します。

質疑はございますか。

○齊藤委員 常任委員会資料の17ページ「宮崎

で活躍！高校生県内就職促進事業」で、就職支

援エリアコーディネーターを７名配置されると

お伺いしましたが、このエリアコーディネータ

ーとは、どういう方たちがなるのか教えてくだ

さい。

○間曽高校教育課長 就職支援エリアコーディ

ネーターは、これまで民間企業で営業担当をさ

れたり、あるいはハローワーク等で勤務をされ

たりしておられた方７名にお願いしております。

○齊藤委員 資料の18ページ「未来へつなげ、

学びのバトン！みやざきの授業改善促進事業」

で、（１）事業の仕組みの、「県独自の学習状況

調査の実施（民間業者に委託）」について、詳し

い御説明をお願いしていいでしょうか。

○田中義務教育課長 県独自の学習状況調査に

つきましては、小学校４年生と中学校１年生を

対象としております。

小学校４年生につきましては、国語と算数、

中学校につきましては、国語、数学、理科、社

会、英語の５教科を考えております。

時期的には、11月下旬から12月上旬を予定し

ております。

○齊藤委員 委託する民間業者は、どういった

ところが想定されるんでしょうか。

○田中義務教育課長 これまでにこのような調

査実績のあるところに声をかけまして、参加し

たいという業者について、審査、決定している

状況でございます。

○齊藤委員 委員会資料19ページの「ひなた教

師ドリームカフェ」の内容ですけれども、全国

で活躍する教育関係者は、どういった人が想定

されているのか教えてください。

○大山教職員課長 例えば元教員でありますと

か、新たな教育方法を提案されている全国で活
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躍されている方々等を想定しております。

○日髙委員 全国で活躍する教育関係者による

講話は、どういった方が受けるのでしょうか。

○大山教職員課長 講話を受ける方々につきま

しては、中学生、高校生、県内で希望されてい

る方々を募りまして、１回当たり200名程度を想

定して実施したいと考えております。

○日髙委員 宮崎県は優秀な先生ばかりだと思

うんですけれども、先生がもっとレベルアップ

するために、先生に講話を聞いていたただく場

もあるのでしょうか。

○大山教職員課長 このひなたドリームカフェ

ですけれども、例えば県内の指導力の高いスー

パーティーチャーに第２回目の講師をお願いす

る予定としております。空席状況によりまして、

いわゆるペーパーティーチャー 教員免許を

持っていても、まだ現場で働いていらっしゃら

ない方々に教員の魅力、教師の魅力を発見して

いただくため御案内することも、今のところ考

えております。

○日髙委員 新しく先生になられても途中で辞

められる方もいらっしゃると聞く中で、各学校

で優秀な先生が若手に教職の魅力を伝える場も、

ぜひつくっていただきたいと感じております。

委員会資料の23ページのいじめ対策に関連し

て、コロナ禍で先生たちとのコミュニケーショ

ンがなかったけれども、これから先生たちと親

とのコミュニケーションをつくる場が大事に

なってくると思います。

先生との懇親会 先生からの意見を親が聞

くような場ができると、親も学校や先生を理解

してくれると提案したいと思います。

○井本委員 「『みやざきで先生になろう！』推

進事業」だけれども、やる気を起こさせようと

いうことばかりやるのではなくて、なぜ先生の

成り手が少ないのか。その辺の分析を先にやる

べきだと思いますが、どうですか。

○大山教職員課長 様々な要因がありまして、

例えば、その一つが教員採用選考試験の出願者

数が年々低下している状況 教員を希望する

方々が減少している事実があります。

これは、今大量退職の時代を迎えている中、

県内の免許保有者の採用が進んできていること

や免許所有者そのものが減少していることもあ

ります。

片や、先日も公表されました勤務実態調査等

にもありましたが、先生方の働き方改革も懸念

される原因の一つなのかもしれないと考えてお

ります。

ただ、一つ言えますのは、学校の先生を志す

時期が、大学生に進学してからではなくて、もっ

と早い段階の小学生、中学生、高校生のときま

でに約９割の方が先生になろうという気持ちを

決めて大学に進んで、教員になっているという

ことです。

ですから、しっかりと小さい頃 小学生、

中学生、高校生の頃から教員のすばらしさにつ

いてしっかり伝えていく。もしくは、先生たち

が憧れの存在になるような形で勤務をして、子

供たちに教員を目指していただくようなことが

必要かと思っております。

今回の事業は初めての取組なんですけれども、

ひなた教師ドリームカフェで中高生をターゲッ

トとしているのは、こういう狙いからでござい

ます。

○井本委員 若いときに志を持つというのが確

かに一つエビデンスとして出たのでしょう。

しかし、たくさんの理由があるのだから、一

つの証拠だけで政策を練るのではなく、なぜ先

生の成り手がないのか。もう一回、真剣に考え



- 22 -

令和５年５月25日(木)

るべきだと思う。しっかり分析して、そこに対

処するのが筋だと思いますが、どうですか。

○大山教職員課長 御指摘のとおりだと思いま

す。先ほど申し上げました、特に働き方改革の

部分 先生たちが働きやすい環境が大切であ

り、同時並行して進めていくべきと認識してお

りますので、しっかり分析をして、新たに取り

組んでいきたいと思っております。

○井本委員 人を教育するということはすばら

しい、先生というのは魅力的な職業だと思いま

す。ぜひ、なぜ成り手が少なくなっているのか

分析するようお願いします。

○西村委員 今、若い人たちは物すごい現実主

義ですから、将来計画を考えたときに、早く身

を固めたいというか、早く安定して仕事をやり

たい、もしくはしっかりとお金を稼いでいかな

いといけないとか、奨学金を返していけないと

かいった社会的背景もあるんじゃないかと思い

ます。

学校では先生と言われていても、身分として

は正職員ではなく、講師として長年雇われてい

て、場合によっては本採用してもらえなかった

とか、全く違う分野の仕事に就いてしまうとい

う方もいらっしゃると思います。

採用試験を通らなくて、講師の立場で３年も

４年も頑張って、やっと本採用されていくとい

うやり方、いわゆる仮採用期間が長いことに関

してどうなのかと、かねてから思っています。

そもそも教員採用試験も、倍率にこだわるの

ではなく、令和５年の倍率3.2倍の中で質を上げ

ていくことが重要ではないかと考えています。

かつては試験倍率が６倍、７倍、８倍とあっ

て、今は３倍になったからえらいことだと考え

ているのは、もしかしたら教育委員会の皆様だ

けで、一般社会から見たら３倍、４倍もの難関

をくぐり抜けて、やっと先生になれた、もしく

は先生になっても身分の保障をされないと考え

ているかもしれない。

もちろん倍率が高ければ高いほど、一般的に

見れば、すごい競争の中で切磋琢磨し合って、

優秀な人が採用されるということかもしれませ

んが、離職率が高ければ、何の意味もないので、

そのあたりの考え方をお聞かせ願います。

○大山教職員課長 今御指摘がありました臨時

的任用講師等につきましては、現在県内に一定

数おりまして、この方々の力によって、かなり

の部分を支えていただいているのは事実でござ

います。

採用試験等につきましても、倍率が下がった

ことも含め、大学から直接採用試験を受けられ

る方と、学校で講師等をしながら受験していた

だく方の割合において、学卒者のほうが年々高

くなっております。現場の講師の先生方の採用

が進んでいっている状況です。

臨時的任用講師の方々のこれまでの指導の積

み上げ、実践というのは、学校としても非常に

助かっておりますし、即戦力となる部分があり

ます。

採用試験はあくまでも公正公平という国の方

針もあり、その中で極力、臨時的任用講師の方

々が現場で培った指導力が評価できるような試

験の方法にしているところでございます。

引き続き講師の方々が活躍できるように、ま

た採用に近づくような研修等も行っていきたい

と考えております。

○西村委員 講師は、三十何歳までとか制限が

ありましたが、今はどうなっているんですか。

○大山教職員課長 年齢制限等につきましては、

既に撤廃をしております。

○前屋敷委員 関連して、先生という仕事は、
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子供たちの人格を形成する上で、大事な仕事で

す。ですから、皆さん、本当に子供たちが好き

で、子供たちを真っすぐ健やかに育てたい、先

生になりたいという思いなんだけれども、実際

の現場を見てみると、様々な問題、課題が山積

する中で、諦めてしまうことにもつながってい

るのではないかと思います。

そういった面では、賃金も環境も含めて、安

心して子供たちを育てていく働きに見合う体制

を整えることが大事だと思います。

そこで、新年度の予算ですけれども、教職員

課の当初予算、43億円余の減額の主たる中身に

ついてお聞きしたいと思います。

○大山教職員課長 当初予算が前年度と比較し

まして、約43億円の減となっております。主な

ものにつきましては、来年、定年が延長になる

関係で、教職員等の退職手当費が減額となって

おります。それが40億円となります。

その他、教職員が入れ替わりまして、若返り

によります給与、職員手当等の職員費の減額が

２億円となっております。

○前屋敷委員 退職される方々が多いというこ

とで、確かにこういう数字が出てくるんだと思

うんですけれども、先生方が安心して働けると

いう体制をお願いしたいと思います。

先生たちの人数が増えなければ、今の多忙化

は解消できませんし、直接子供たちに影響して

いくんです。子供たちと正面から向き合って接

する時間も短くなるし、ほかの課題に追われて、

一人一人の子供に目が届かないということにも

なりかねません。そういった点で、子供たちに

とって何が大事か十分に配慮していただきたい

と思います。

○山内委員長 関連して質問させていただきま

すけれども、女性の先生から、子育てをきっか

けにフルタイムで働くことができなくなって、

先生の仕事は好きだけれども、泣く泣く辞めざ

るを得なかったというお話を一人、二人ではな

く伺っています。これから、さらに介護も両立

しないといけないということで、働き方改革は

喫緊の課題だと考えています。

そういう中で、免許更新制度が変更になって、

今後はまた研修制度が始まるという話もありま

すけれども、研修が勤務時間内であるのかとか、

休日を潰さないといけないのかとか、そういっ

た面も心配しております。

特に働き方改革という面で、先生方の質の向

上も必要なんですけれども、研修が休日に行わ

れるようなこともぜひ見直していかないといけ

ないと考えているんですが、その点はいかがで

しょうか。

○大山教職員課長 これまでの研修も同様です

けれども、新たな研修制度につきましても、原

則として勤務時間内で行われるものが主でござ

いますが、個人として自分の資質を高めるため、

例えば社会活動をするといった研修等もありま

す。

校長等が先生方にこういった研修を受けては

いかがですかと促すものについては、全て勤務

時間内に行われるものでございます。

○山内委員長 宮崎日日新聞で「奇跡の教室」

という掲載も楽しく拝見させていただいていま

す。あのように、先生方が生き生きと働けるよ

うな宮崎の姿を示すことで、先生になりたいと

思う方が増えていくと思いますので、ぜひ一緒

にそういった方策を考えていけたらと思ってい

ます。

○井本委員 石井十次という教育に一生懸命

だった人がいますけれども、彼は、子供中心主

義と言った。それはその時代ではよかったと思
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います。

でも、教育の現場で一番、頑張らないといけ

ないのは先生で、先生中心主義 先生を甘や

かすという意味ではなく、立派な先生になって

もらわなければならないという主義でなければ

ならないと思います。

商売でも、昔は顧客中心主義から、今は従業

員中心主義になっています。

この教育界で実際に核になって働く人間は先

生であり、その人たちが立派になることによっ

て教育が発展すると思います。

教育長、何かあれば言ってください。

○黒木教育長 教職員の成長は非常に大事だと

思っています。教員になりたての頃、ちょうど

中間ぐらいになった頃、最後のほうと、大きく

分ければ３つぐらいあって、最初の頃に必要な

資質、能力、力と、中間ぐらいの年齢のときに

必要なもの、それから最後のほうで、後進に伝

えていく立場と、それぞれ違うと思っています。

ただ、最初の10年ぐらい、一番自分の芯をつ

くる時期に、以前よりもいろいろな教育課題に

は対応しなければならなくなっている、たくさ

んの宿題をもらっているという気がしてなりま

せん。当然、教育課題に対して、しっかり対応

のできる力をつけていかなければいけません。

先ほど、採用のお話もありましたが、実は大

学の４年間で教師を目指さなくなるというデー

タがあり、増えてきております。エビデンスは

なく、私の感覚ですけれども、教育課題につい

て、しっかり学んでいくにつれて、最初のうち

に身につけなければいけないことがかなり多岐

にわたり、夢が少しついえてしまうこともあり

はしないかなという気がしております。

教育委員会としましては、大学生に対し講座

で関わらせていただくこともありますし、採用

後の職員の資質の向上にも関わっていきますけ

れども、最も大切な資質能力をある程度生成し

ながら、段階を追って身につけさせていくよう

なプログラム、そういった研修へのアドバイス

が必要なのかなと思ったところでございました。

○山内委員長 それでは、以上をもって教育委

員会を終わります。

暫時休憩いたします。

午後１時34分休憩

午後１時35分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

ここで、５月17日に行われました委員長会議

の内容について御報告いたします。

委員長会議において、お手元に配付の委員長

会議確認事項のとおり、委員会運営に当たって

の留意事項等を確認いたしました。

主な事項についてのみ御説明いたします。

まず、１ページをお開きください。

（５）の閉会中の常任委員会についてであり

ます。

定例会と定例会の間に原則として１回以上開

催し、また、必要がある場合には適宜、委員会

を開催するという内容であります。

次に、２ページをお開きください。

（７）の執行部への資料要求につきましては、

委員から要求があった場合、委員長が委員会に

諮った後、委員長から要求するという内容です。

（８）の常任委員長報告の修正申入れ及び署

名についてであります。

本会議で報告する委員長報告について、委員

会でその内容を委員長一任と決定した場合、各

委員が修正等の申入れを行う場合は、委員長へ

直接行うこと、報告の署名は、委員長のみが行

うこととするものであります。
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（９）のマスコミ取材につきましては、取材

は、原則として採決等委員協議を含めて記者席

で行わせるという内容でありまして、委員会は

採決等も含め原則公開となっております。

次に、３ページをお開きください。

（12）の調査等につきましては、ア、県内調

査、イ、県外調査、ウ、国等への陳情と分かれ

ております。

アの県内調査についてでありますが、４点ご

ざいます。

１点目は、県民との意見交換を活発に行うた

め、常任委員会の県内調査において、県民との

意見交換を積極的に行うというものであります。

２点目は、調査中の陳情・要望等については、

委員会は内部審査機関であり、対外的な権限を

持つものではないため、後日、回答するなどの

約束はしないというものであります。

３点目は、委員会による調査でありますので、

単独行動による発着は、できる限り避けるとい

うものであります。

４点目でありますが、調査先は、原則として

県内の状況把握を目的に選定されるものですが、

県内での調査先の選定が困難であり、かつ、県

政の重要課題に関して特に必要がある場合には、

日程及び予算の範囲内で隣県を調査できるとい

うものであります。

４ページをお開きください。

（15）の委員会室におけるパソコン等の使用

についてですが、詳細は、10ページにあります

ので、後ほど御確認ください。

（16）のオンライン委員会の運営につきまし

ては、昨年度末の委員会条例改正により、オン

ラインを活用して委員会を開催することが可能

となったことに伴い、追記するものでございま

す。

詳細は、11ページから14ページにありますの

で、後ほど御確認ください。

なお、オンラインで委員会に出席できる事由

は、条例に定める「重大な感染症まん延防止」

のほか、当面、災害のみであり、必要に応じて

幹事長会議で協議することとなっております。

その他の事項につきましても、目を通してい

ただきたいと思います。

皆様には、確認事項等に基づき、委員会の運

営が円滑に進むよう御協力をお願いいたします。

確認事項等について何か御意見はありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 次に、今年度の委員会調査など、

活動計画案については、お手元に配付の資料の

とおりであります。

活動計画案にありますとおり、県内調査を７

月、県外調査を11月に実施する予定であります。

初めに、県内調査についてでありますが、県

南調査、県北調査、それぞれの行程案を事前に

作成しましたので御覧ください。

加えて、お手元に資料として、過去３年分の

文教警察企業常任委員会の調査実施状況と県内

調査調査先候補の概要も配付いたしております

ので、併せて御覧ください。

まず、県内調査につきまして、委員の皆様の

御意見を伺いたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後１時41分休憩

午後１時49分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

次に、11月に予定されております県外調査に

つきまして、御意見、御要望等ございましたら、

この場でお伺いしたいと思います。

暫時休憩いたします。
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午後１時49分休憩

午後１時52分再開

○山内委員長 委員会を再開いたします。

それでは、県内調査及び県外調査の日程、調

査先等につきましては、ただいまの御意見を参

考にしながら、正副委員長に御一任いただくこ

とで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山内委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を閉会いたします。

午後１時53分閉会



署 名

文教警察企業常任委員会委員長 山 内 佳菜子




